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 ２０２４年度事業計画  

 

１．2024年度 事業方針 

2024 年度は、新中期計画「脱炭素社会への価値確立( Green Value Creation & Acquisition ) 」の 2 年

目です。今まで培ってきた事業基盤を活かし、事業を通じた業界貢献の拡大と、将来に向けた事業基盤

強化に取り組むとともに、さらなる成長に向け、価値の「具現化・増強」から価値の「事業化・経営貢献」に

活動の重点を進化させ、2024 年度 事業方針「脱炭素社会への価値の事業化・経営貢献( By Green 

Value, Make a business ) 」として、KEC の価値実現に向けた「挑戦」と「改善」の 2 つの活動で、新試験棟

( E3 ラボ)を徹底活用し、「総収入 876 百万円( 前年比 112% ) 」を目標とします。 

 

１．１ 総務事項 

「KEC 基盤強化」の一環として、過去 10 年以上変わっていない制度・規程・運営や仕組みをデジタル

技術やオンライン技術も活用して時代に合わせた形に進化させ、前年までに投資した IT システムを徹底

活用し、業務生産性の向上として経営貢献につなげていきます。 

「KEC プレゼンス強化」の取組みでは、2024 年 4 月に操業を開始した新試験棟( E3 ラボ)を核に、見学

会・記念セミナー、展示会出展、タイアップ記事等で KEC の訴求を強化し、会員数の拡大、ご利用の拡

大に取り組みます。また、KEC ウェブサイトや KEC 情報誌の刷新等により、KEC のステータス向上に努め

ます。 

 

１．２ 委員会活動 

委員会活動では、下記 2 点の重点取組みを推進します。 

 1 点目は、「業界全体の技術力向上への貢献」の取組みです。国際規格や業界への貢献を目指し、

EMC 専門委員会では、リアル会議によるコミュニケーション強化で、活動目標の強化や技術的な深掘りに

注力します。また、製品安全専門委員会では、外部アドバイザー・講師を招聘し、事例の共有強化と製品

安全のレベルアップに取り組みます。規格策定国際会議への意見反映、学会発表やセミナー等での講

演、KEC 情報誌、KEC ウェブサイト等でのタイムリーな発信等で、社会や業界、技術進化に貢献します。 

 2 点目は、「業界の技術者の成長・地位確立」の取組みです。技術講座やセミナーにおいて、前年度

の受講者のアンケート結果を活用し、受講者の理解度・満足度向上を目指し、内容の充実に取り組みま

す。また、技術者の地位向上を目指した iNARTE 資格試験においては、受験資格である実務経験年数

の緩和に向けた Associate 資格の導入と、行政・公的機関・企業とも連携した資格の価値訴求強化で知

名度・ブランド力の向上を図り、受験者数の拡大に取り組みます。同時に、米国 EG 社との連携を図り、資

格制度や運営の進化についても継続的に検討していきます。 

 

１．３ 試験事業部門 

試験事業部では、国際規格改定・更新等によるご利用増と、新試験棟( E3 ラボ)徹底活用で、既存設備

で対応できなかった案件の獲得に取り組み、試験料収入の前年二桁成長を目指します。加えて、規格改

定を梃子に依頼試験比率向上にも努めます。 

 この方針の基、以下 2 点の重点取組みを推進します。   

 1 点目は、「試験の強化・拡大」の取組みです。まず、設備投資においては、前年度実施した新試験

棟( E3 ラボ)関連投資の事業化・経営貢献に注力し、2024 年度は、お客様要望の多い新試験・能力拡大
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と、老朽化設備の更新に絞って投資します。また、認定・認証では、ISO/IEC 17025 認定維持とともに、新

試験棟( E3 ラボ)第 15 電波暗室の認定獲得と、技能試験プロバイダとしての ISO/IEC 17043 の 2023 年

度版への認定更新も計画します。 

 2 点目は、「技術の貢献強化と新事業の創出」の取組みです。前年度実施した 7 つの技能試験のう

ち、「放射エミッション( GHz ) 」、「通信ポート伝導エミッション」、「電源ポート伝導エミッション」を休止し、

これら試験の改善・進化に取り組みます。2024 年度は、上記以外の 4 つの技能試験を実施すると共に、

ご要望の多い技能試験回付治具の貸出も強化します。リバブレーションチャンバー及び、拡張 GHz KEC

法の 18GHz 以上への周波数拡大に関しては、ニーズや技術課題等も整理し、課題解決に向けて継続し

て検討・推進していきます。 

 

１．４ ２０２4 年度事業計画 

2024 年度は、新試験棟( E3 ラボ) の減価償却と、不動産取得税等の一時費用を含めた税引前収支(税

引前の正味財産増減額) は△45 百万円、税引後の正味財産増減額は△46 百万円の計画とし、更なる

収入増と費用減に取り組むことで 2025 年度の白字化を目指します。 

なお、2024 年度公益目的財産の消費予定額は、委員会による 66 百万円を計画します。 

 

 

（単位：百万円）

2024年度 前年比/差

計画 実績 計画

会 費 収 入 等 42 42 43 102%

試 験 料 収 入 715 665 760 114%

そ の 他 収 入 73 74 73 99%

計 830 781 876 112%

人 件 費 308 323 324 100%

管 理 費 287 294 320 109%

減 価 償 却 費 132 133 262 197%

退 職 給 付 費 用 15 17 15 88%

計 742 767 921 120%

88 14 　　　　　　△45 　　　　　　△59

175 197 0 　　　　　△197

263 211 　　　　　　△45 　　　　　△256税引前収支
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